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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成26年１月 平成27年１月 平成28年１月 平成29年１月 平成30年１月

売上高 （千円） 3,577,237 3,643,741 3,963,352 4,319,246 4,723,462

経常利益 （千円） 596,701 581,586 730,799 435,708 561,107

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 356,766 350,274 444,336 268,081 376,248

包括利益 （千円） 358,261 350,195 444,251 268,250 376,430

純資産額 （千円） 14,602,742 14,778,937 15,049,188 15,143,438 15,345,868

総資産額 （千円） 15,674,403 15,956,956 16,207,261 16,027,663 16,541,070

１株当たり純資産額 （円） 2,098.10 2,123.41 2,162.24 2,175.78 2,204.87

１株当たり当期純利益 （円） 51.26 50.33 63.84 38.52 54.06

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 93.16 92.62 92.85 94.48 92.77

自己資本利益率 （％） 2.44 2.37 2.95 1.77 2.45

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 787,292 1,047,404 972,201 816,127 1,190,756

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △11,207,245 △342,174 △1,048,788 1,887,859 △422,219

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △196,138 △216,030 △217,386 △218,526 △224,971

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 1,944,331 2,433,532 2,139,558 4,625,018 5,168,584

従業員数
（人）

47 43 44 50 48

［外、平均臨時雇用者数］ [37] [45] [－] [－] [8]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．第39期より表示単位未満の金額を四捨五入して記載しております。なお、比較を容易にするため、第38期以

前についても四捨五入に組み替えて表示しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成26年１月 平成27年１月 平成28年１月 平成29年１月 平成30年１月

売上高 （千円） 3,473,133 3,544,524 3,855,517 4,300,801 4,717,921

経常利益 （千円） 530,357 520,556 669,352 397,158 559,570

当期純利益 （千円） 320,153 314,933 412,882 258,614 375,392

資本金 （千円） 3,480,000 3,480,000 3,480,000 3,480,000 3,480,000

発行済株式総数 （千株） 6,960 6,960 6,960 6,960 6,960

純資産額 （千円） 14,028,190 14,169,043 14,407,838 14,492,621 14,694,196

総資産額 （千円） 15,075,348 15,327,824 15,540,235 15,377,149 15,890,452

１株当たり純資産額 （円） 2,015.54 2,035.78 2,070.09 2,082.27 2,111.24

１株当たり配当額

（円）

25 25 25 25 25

（うち１株当たり中間配当

額）
(－） (－） (－） (－） (－）

１株当たり当期純利益 （円） 46.00 45.25 59.32 37.16 53.94

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 93.05 92.44 92.71 94.25 92.47

自己資本利益率 （％） 2.28 2.22 2.87 1.78 2.55

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） 54.35 55.25 42.14 67.28 46.35

従業員数
（人）

46 42 43 50 48

［外、平均臨時雇用者数］ [37] [45] [－] [－] [8]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

４．第39期より表示単位未満の金額を四捨五入して記載しております。なお、比較を容易にするため、第38期以

前についても四捨五入に組み替えて表示しております。
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２【沿革】

　横浜公園はわが国野球の発祥の地であり、昭和４年建設された横浜公園球場は多数の市民に親しまれて来ました

が、建設後47年を経過し老朽化が著しくなりました。そこで、多くの市民の熱意と協力を得て、アマチュア野球はも

とよりプロ野球も実施できる近代的な設備を完備するとともにサッカー、アメリカン・フットボール、コンサート、

大集会などができる多目的球場を建設するため、当社は昭和52年２月設立されました。

　当社は設立後、横浜市の指導の下に施設を建設し、竣工後、施設を横浜市へ寄贈する代わりにプロ野球等の興行使

用権を取得するとともにアマチュア利用等にかかわる施設の管理運営の委託を受けて経営し、スポーツ、文化の振興

と地元経済の発展に寄与しようとするものであります。

　設立後の主要事項は次のとおりであります。

年月 主要事項

昭和52年２月 株式会社　横浜スタジアム設立

昭和53年３月 横浜スタジアム竣工　施設を横浜市へ寄贈すると同時に興行使用権を取得

昭和53年３月 株式会社大洋球団（現株式会社横浜DeNAベイスターズ）の専用球場となる。

昭和54年３月 子会社横浜球場商事株式会社設立　スタジアム商品、入場券等販売委託、酒類小売業経営（現、連

結子会社）

昭和59年８月 屋内練習場竣工　施設を横浜市へ寄贈

平成５年２月 子会社スタジアム・エンタープライズ株式会社設立（現、連結子会社）

平成27年11月 株式会社横浜DeNAベイスターズによる当社株式に対する公開買付が実施される。

平成28年１月 公開買付の結果、株式会社横浜DeNAベイスターズが議決権の50％超を保有することとなり、当社の

親会社となる。

 

３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社２社で構成され、横浜市との間の公園施設の寄附に

関する契約に基づき、横浜市よりスタジアム施設の使用許可及び管理許可を受けて、プロ野球興行、催し物開催のた

めの施設の運営及び賃貸、物品の賃貸、広告及び放映放送契約、場内売店等の経営を行ない、また、これらの観客、

利用者を対象に入場券、キャラクターグッズ等の販売及びその他のサービス業務の事業活動を展開しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため事業部門別に記載してお

ります。

(1）球場部門 ：当社が親会社との契約により、横浜DeNAベイスターズの野球協約の定めによる専用球場とし

て、同球団が主催するセ・リーグ公式戦の開催を主とし、アメリカンフットボール・コン

サート等の興行、各種催し物の開催に使用または賃貸しております。

(2）販売部門 ：当社が担当しております。当社が販売する商品の一部を連結子会社横浜球場商事㈱から仕入

れております。また、親会社との間で、テナント売店契約を締結しております。

(3）広告部門 ：親会社と当社が担当しております。

(4）業務受託部門 ：当社が横浜市より委託を受けて、アマチュアが利用する野球等の各種催し物のための施設の

管理業務を行なっております。

(5）その他部門 ：当社がスタジアム施設のＣＭ等のための撮影引受、記録写真の貸出し及び親会社への練習時

球場使用等を行なっております.

 

　事業系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

親会社

　当社の親会社は株式会社横浜DeNAベイスターズであります。

　なお、親会社である㈱横浜DeNAベイスターズの状況については、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等

（１）連結財務諸表　注記事項（関連当事者情報）」に記載しているため、記載を省略しております。

連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

横浜球場商事（株）

（注）２・３
横浜市中区 10,000 酒類・飲料の小売 100.0

主に当社へ酒類・

飲料を納入してい

る。

スタジアム・エン

タープライズ（株）

(注）４

横浜市中区 10,000 － 100.0 －

　（注）１．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２．特定子会社に該当しております。

３．横浜球場商事株式会社は平成28年12月14日をもって解散し、清算手続中でありましたが平成29年4月10日開

催の同社株主総会において会社の継続が決議されました。

４．スタジアム・エンタープライズ株式会社は、平成28年11月30日をもって解散し、清算手続中であります。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであり

ます。

平成30年１月31日現在
 

事業部門名 従業員数（人）

営業部門 10 （2）

販売部門 12 （－）

施設部門 15 （2）

管理部門 11 （4）

合計 48 （8）

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、当連結会計年度の平均人員を（　）外数

で記載しております。

(2）提出会社の状況

平成30年１月31日現在
 

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

48（8） 41.6 18.6 6,415,323

　（注）１．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．単一セグメントであり、セグメント情報を省略しております。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）には、労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）企業集団の業績の経過及び成果

当連結会計年度の国内経済は、米国をはじめとする海外経済の景気の回復などを背景に、輸出の増加や企業の設

備投資の拡大、雇用情勢の改善等が見られ、景気は回復基調で推移しました。しかしながら、海外経済の不確実性や

金融資本市場の変動などのリスクも多く、先行きは依然不透明な状況が続いております。

このような経済情勢下において、プロ野球界は、平成29年3月に開催された第４回ワールド・ベースボール・クラ

シックに「侍ジャパン」として臨み、善戦しましたが、前回同様、準決勝で敗れ、優勝はなりませんでした。

こうした中、開幕を迎え、セ・リーグでは、広島東洋カープが前年優勝した自信を背景に安定した力を発揮し

て、ペナントレースを制し、セ・リーグ２連覇を果たしましたが、クライマックスシリーズでは、横浜DeNAベイス

ターズに破れ日本シリーズ進出はなりませんでした。

パ・リーグでは、福岡ソフトバンクホークスが圧倒的な戦力を活かし、力の差を見せつけペナントレースを制覇

し、日本シリーズでも横浜DeNAベイスターズを破り、日本一に輝きました。

一方、当球場でのプロ野球公式戦は、前年と同じく71試合を開催いたしました。

横浜DeNAベイスターズは、序盤戦はややつまずいたものの、先発投手陣の充実、打点王に輝いたロペス選手、首

位打者となった宮崎選手等の主軸の活躍により、２年連続の３位となりクライマックスシリーズ進出を果たしまし

た。クライマックスシリーズではファーストステージで阪神タイガースを、ファイナルステージでは広島東洋カー

プを破り、19年ぶりに日本シリーズ進出を果たしました。前述のとおり日本シリーズでは福岡ソフトバンクホーク

スに敗れましたが、来期に日本一への期待が膨らむシーズンとなりました。

このような状況で当球場のプロ野球公式戦入場者数は、横浜DeNAベイスターズの好調もあり1,979千人、前年同期

比60千人の増加となりました。

また、その他催し物及びアマチュア利用では、プロ野球オープン戦、恒例の県高校野球大会・都市対抗野球県予

選・アメリカンフットボール・企業運動会などのほか、「日本シリーズ」３試合、「レジェンドマッチ」の開催、

また、「秦基博」、「TUBE」、「KinKi Kids」２日のコンサート、計４日間などを開催し、観客ご利用者数731千

人、前年同期比28千人の増加となり、当球場での総観客・ご利用者数は2,711千人、前年同期比88千人増加となりま

した。

このような環境の中で、当社グループは、「内野観客席椅子交換」、「人工台地場内化に伴う照明増設及びゲー

ト製作」、「ビジター諸室の改修」など、お客様の快適環境、またチーム環境に配慮した工事を実施いたしまし

た。また、シーズンオフには、平成30（2018）年シーズンの開幕に合わせ、横浜DeNAベイスターズと協議のうえ、

「人工芝張替工事」、「ダグアウト・カメラマン席拡張工事」、「防球ネット設置工事」などを進め、さらにお客

様へのサービス向上と利便性に配慮した施設整備工事を実施いたしました。また、平成32（2020）年東京オリン

ピック・パラリンピック開催に向け、横浜スタジアムの増築・改修工事に着手いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高については、球場部門は、プロ野球観客動員数の増加、日本シリーズの開催

などにより、前年同期比54百万円増加し、販売部門も球場部門同様、プロ野球観客動員数の増加などにより、前年

同期比167百万円増加、広告部門では契約額の増加により、前年同期比191百万円増加しましたが、その他部門につ

きましては前年同期比5百万円減少となりましたので、全体で4,723百万円、前年同期比404百万円、9.4％増加とな

りました。

また、売上原価では販売部門の売上増加に伴う商品原価の増加、球場部門の経年劣化に伴う補修工事の増加、広

告部門での契約額増加による代理店手数料の増加などにより、3,867百万円、前年同期比345百万円、9.8％増加とな

りました。

営業利益は414百万円、前年同期比30百万円、7.7％増加となり、経常利益では、有価証券利息の減少にともない

営業外収益が21百万円減少しましたが、前期に営業外費用として計上した投資有価証券売却損等がなくなったこと

により、561百万円、前年同期比125百万円、28.8％増加、親会社株主に帰属する当期純利益は376百万円、前年同期

比108百万円、40.3％増加となりました。

なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が561百万円

と前連結会計年度に比べ125百万円増加し、また、建設仮勘定の取得による支出1,090百万円等があったものの、法

人税等の支払いが47百万円に止まったこと、有価証券の償還630百万円、投資有価証券の償還400百万円があったた

め、当連結会計年度末は5,169百万円（前年同期比544百万円、11.8%増加）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、1,191百万円（前年同期比375百万円、45.9％増加）とな

りました。これは、税金等調整前当期純利益が前年同期比125百万円増加、法人税等の支払額が前年同期比242百万

円減少したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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　当連結会計年度における投資活動による資金の減少は422百万円（前年同期は資金の増加1,888百万円）となりま

した。これは、有価証券の償還が630百万円、投資有価証券の償還400百万円あったものの、有形固定資産の取得に

よる支出が331百万円、建設仮勘定の取得による支出が1,090百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、225百万円（前年同期比6百万円、2.9％増加）となりま

した。これは、リース債務の返済と配当金の支払によるものであります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　生産活動は行なっておりません。

(2）受注状況

　受注生産は行なっておりません。

(3）販売実績

　　当社グループの事業は単一セグメントでありセグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しており

ます。

 

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

前年同期比（％）

球場部門（千円） 824,623 107.0

販売部門（千円） 2,522,417 107.1

広告部門（千円） 1,206,677 118.7

業務受託部門（千円） 39,692 94.7

その他部門（千円） 130,052 96.6

合計（千円） 4,723,462 109.4

　（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

（株）横浜DeNAベイスターズ 904,942 21.0 1,359,369 28.8

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在における当社グループが判断したものであります。

（１）経営方針

当社は、横浜スタジアムの『コミュニティボールパーク』化構想をさらに推進していくため、株式会社横浜

DeNAベイスターズの当社に対する友好的公開買付け（TOB）に応じ、平成28年１月より同社の連結子会社となりま

した。

当期は、株式会社横浜DeNAベイスターズの子会社として迎える２年目のシーズンでありましたが、昨シーズン

好調であった球団オリジナル醸造ビール等の各種飲食サービスのバリエーションの拡大、新商品である「ベイメン

チ」の販売をはじめとして様々な新規施策を協調して行い、ご利用される皆様の満足度向上に取り組みました。

上記施策のシナジー効果の飛躍に加え、横浜DeNAベイスターズの２年連続のクライマックスシリーズ進出及び

19年ぶりの日本シリーズ進出効果も大きく寄与し、当年度における球場への来場者数は昨年度から史上最高を更新

し2,711千人、前年同期比3.3％増加を記録しました。

また、伝統を継承し、街と市民に開かれた、世界に誇れるボールパークを目指し株式会社横浜DeNAベイスター

ズと推進している『コミュニティボールパーク』化構想が、「2017年度グッドデザイン賞」（運営：公益財団法人

日本デザイン振興会）を受賞しました。

 

（２）経営環境

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社2社で構成され、横浜市との間の公園施設の寄附

に関する契約に基づき、横浜市よりスタジアム施設の使用許可及び管理許可を受けて、プロ野球興行、催し物開催

のための施設の運営及び賃貸、物品の賃貸、広告及び放映放送契約、場内売店等の経営を行い、また、これらの観

客、利用者を対象に入場券、キャラクターグッズ、飲食商品等の販売及びその他のサービス業務の事業活動を展開

しております。
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（３）対処すべき課題

来期以降継続して取り組むべき課題は以下の事項と認識し、引き続き取り組んでまいります。

① 『コミュニティボールパーク』化構想の推進

横浜スタジアムは昭和53年４月に開場し、平成30年には開場から40年を迎えます。開場当時はわが国でも最先

端の多目的スタジアムでしたが、プロ野球人気の高まりに伴い、収容人数不足が大きな課題となっていたため、

観客スタンドの増築と施設改修の検討を進めてまいりました。また当球場は「2020東京オリンピック」の正式種

目として採用された野球及びソフトボールの主会場になることが決定しております。このような状況を踏まえ、

平成32年春に完成をむかえるよう、横浜スタジアムの増築・改修計画をとりまとめ、平成29年３月に横浜市に計

画案を提出し、平成29年11月末より工事を開始しました。平成29年に横浜DeNAベイスターズが主催したレギュ

ラーシーズン71試合における座席の稼働率は96％に達しております。より多くのお客様にプロ野球をはじめとす

る興行を楽しんでいただくため、約6,000席を目処とした増席、個室観覧席や屋上テラス席、球場をぐるりと１周

できる回遊デッキの設置、バリアフリー化の推進などを実現する計画です。工事期間における球場、横浜公園、

周辺地域の安全に十分な注意を払い工事を進めてまいります。

 

② 安全で安心なご利用環境の提供・安全な工事の推進

横浜スタジアムをご利用される皆様に、安全で快適な利用環境を提供し続けることが重要な経営課題と認識し

ており、継続して球場施設・設備の適切な維持管理に努めてまいります。

史上最高の来場者を年々更新する中で、観戦席はもちろんのこと、飲食店・コンコース、その他球場の敷地内で

の安全を重視し、インフラの整備などを検討してまいります。

 

③ 顧客満足度の向上

当社は、球団と球場が一体となって取り組みを進めることにより、さらなるシナジー効果創出を図り、持続的

な企業価値向上に取り組んでまいります。前年度より継続して、施設の装飾、試合演出などの機能面はもちろん

のこと、接客や球場内飲食事業などのサービス提供等に至るまで球団と球場とが総合的な取り組みを迅速に行う

ことにより、球場のエンターテインメント空間化をより進化させ、横浜スタジアムをご利用される皆様の満足度

向上を図り、プロ野球をはじめとした球場への来場者、地域に愛される場所になるよう取り組んでまいります。

さらに、株式会社横浜DeNAベイスターズ及びその親会社である株式会社ディー・エヌ・エーの有するインター

ネット、エンターテイメントに関する知見を活用した球場におけるITとインターネットを活かしたサービス提

供、株式会社横浜DeNAベイスターズの持つ営業手法・ノウハウと当社が有する球場運営の知見・ノウハウの融合

によるマーケティング力を向上させ、新規広告媒体の開発や新規クライアントの獲得を図ると共に、プロ野球興

行時以外における球場の利用促進にも取り組んでまいります。

 

当社は、球場という公共性の高い施設を運営する使命及びその役割を十分に理解し、横浜市民の皆様に様々な

形でご利用いただける機会を創出していくことを重視し、より快適に楽しくご利用いただける施設運営を実現し

てまいりたいと考えております。大規模な工事を進めており、特に安全面への配慮を強く認識し、役職員一丸と

なって運営を行ってまいります。

 

４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、以下のようなものがありま

す。

（１）プロ野球界の動向

　当社グループの経営成績において中核をなすものは、プロ野球興行であり、プロ野球界の再編等を含めた今後の動

向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（２）横浜市との契約

　当社グループは、横浜市との「公園施設の寄付に関する契約」により、スタジアム施設のプロ野球等興行開催の優

先的使用、売店の経営、移動販売、物品の賃貸、広告物の掲出、テレビ・ラジオの放映、放送の許可及びアマチュア

利用等に伴う施設の管理業務委託の権利を45年間に亘り取得しております。

　この契約の今後の更新等の状況によっては、当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性がありま

す。

５【経営上の重要な契約等】

(1）公園施設の寄付に関する契約（スタジアム本体施設分）

締結日 昭和53年３月18日  

契約先 横浜市  

寄付物件 横浜市中区横浜公園所在  

 １．鉄骨鉄筋コンクリート造一部４階建球技場
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 床面積 19,217.22㎡

 ２．附属設備  

 (1）屋外照明設備 一式

 (2）スコアボード 一式

 (3）グラウンド設備 一式

　この契約はスタジアム施設を竣工後、ただちに横浜市へ寄付し、その条件として45年間に亘りプロ野球等興行

開催の優先的使用、売店の経営、移動販売、物品の賃貸、広告物の掲出、テレビ・ラジオの放映、放送の許可及

びアマチュア利用等に伴う施設の管理業務委託を受ける契約であります。

(2）公園施設引渡書提出受理

提出日 昭和53年３月31日

提出先 横浜市

受理日 昭和53年３月31日
 
(3）公園施設の寄付に関する契約（屋内練習場分）

締結日 昭和59年２月16日  

契約先 横浜市  

寄付物件 屋内練習場　横浜市中区横浜公園所在

 １．鉄筋コンクリート造　地下１階地上１階

 床面積 963.466㎡

 ２．附属設備  

 (1）室内防球ネット設備 一式

 (2）照明設備 一式

　この契約は、屋内練習場を建設し、横浜市へ条件付寄付する契約であります。

これは横浜市より45年間に亘るスタジアム施設のプロ野球等興行専用利用権を取得し、また、アマチュア利用に

伴う施設の管理業務委託を受けるための当初約定に基づくものであり、これらのことを寄付の条件とした契約で

あります。

(4）公園施設引渡書提出受理

提出日 昭和59年８月27日

提出先 横浜市

受理日 昭和59年８月27日

　屋内練習場は昭和59年８月27日に竣工しましたので、上記(3）の契約に基づき同日付公園施設引渡書を横浜市

へ提出し、寄付物件は受納され、当社は上記(3）の記載の諸権利の許可及び管理運営の業務委託を受けました。

 　(5) 球場使用基本契約書

　　　　　締結日　　平成24年3月6日

　　　　　契約先　　株式会社横浜DeNAベイスターズ

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態

　当連結会計年度末における資産の残高は、16,541百万円（前連結会計年度末16,028百万円）となり、513百万

円増加しました。うち、流動資産は、7,076百万円（同5,418百万円）と1,658百万円増加し、固定資産は、9,465

百万円（同10,610百万円）と1,144百万円減少しました。

　流動資産の増加は、有価証券、投資有価証券の償還金を流動性預金で運用したことにより現金及び預金が544

百万円増加、1年以内に満期償還となる債券を投資有価証券から有価証券へ振り替えたことにより有価証券が

1,168百万円増加したことが主な理由であり、また、固定資産の減少1,144百万円の主な理由は、投資有価証券の

流動資産への振替を主因とする2,208百万円の減少と固定資産の減価償却による減少によるものであります。

　当連結会計年度末における負債の残高は、1,195百万円（前連結会計年度末884百万円）となり、311百万円増

加となりました。うち流動負債は964百万円（同604百万円）と360百万円増加し、固定負債は231百万円、(同280

百万円）と49百万円減少となりました。

　流動負債の増加は、未払金231百万円、未払法人税等137百万円増加が主な要因であり、固定負債減少の主な要

因は、1年以内に支払いの到来するリース債務を流動負債に振り替えたことによるリース債務の34百万円の減

少、退職金支払いによる退職給付に係る負債13百万円の減少によるものであります。

　当連結会計年度末における純資産の残高は15,346百万円（前連結会計年度末15,143百万円）となり、202百万

円増加しました。
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（２）経営成績

　当連結会計年度の売上高は4,723百万円（前連結会計年度比9.4％増）、売上原価は3,867百万円（同9.8％

増）、一般管理費は442百万円（同7.1％増）、営業利益は414百万円（同7.7％増）、経常利益は561百万円（同

28.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は376百万円（同40.3％増）となりました。

　売上高増加の主な要因は、球場部門でのプロ野球公式戦入場者数増加に伴う球場使用料の増加、販売部門で

も同様の理由による売上高増加によるものであります。

（３）キャッシュ・フローの状況

　　「１　業績等の概要　（2）キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】
当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、球場部門におけるスタジアム施設での、観客へのサービス向上、安全管理、また、チーム環境

に配慮した施設整備を332百万円実施いたしました。

　その主なものは、スタンド座席交換工事141百万円、照明塔広告看板新設工事21百万円、正面ホール・VIPルーム改

装工事40百万円、人工台地場内化に伴う照明増設及ゲート製作工事35百万円、給排水管改修工事35百万円、バック

ネット裏広告用LEDビジョン更新工事19百万円、1・3塁ダグアウト空調工事9百万円であります。

広告部門・業務受託部門・その他部門での設備投資等はありません。

また、当連結会計年度において重要な設備の売却・撤去等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

横浜スタジアム施設（所在地　横浜市中区横浜公園）

項目 面積または数量 期末帳簿価額（千円）

土地 （26,576㎡） －

スタジアム本体施設

鉄筋コンクリート造一部４階建
（19,217㎡） －

附属設備  －

屋外照明設備 （6基）  

全自動式スコアボード （一式）  

グラウンド全面人工芝仕上げ （12,284㎡）  

ピッチャーズマウンド自動昇降式 （一式）  

屋内練習場 （963㎡） －

車両運搬具 22台 10,897

器具及び備品  59,150

リース資産   

スタジアム施設他  2,721,438

配置人員
52名

（うち4名は外注人員）
－

合計  2,791,485

　（注）１．土地・スタジアム本体施設・附属設備・屋内練習場の（　）内の数字は国および横浜市より借用中のもので

あります。

２．スタジアム本体施設・附属設備・屋内練習場は（株）横浜スタジアムが横浜市へ寄付したものであります。

３．スタンド施設の収容人員は

内野スタンド定員 21,854 人

外野スタンド定員 6,145 人

立見席ほか 967 人

計 28,966 人

(2）国内子会社

　特に記載すべき事項はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】
　当連結会計年度末現在における重要な設備の改修計画は次のとおりであります。

　　重要な設備の新設及び改修

会社名

事業所名
所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了

予定年月日

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
　着手 　完了

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
観客席の

増席他
8,500 1,049 自己資金

平成29年

11月

平成32年

2月

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園 人工芝張替 108 204 自己資金
平成29年

11月

平成30年

2月

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
外野観客席

椅子交換
160 － 自己資金

平成29年

11月

平成30年

2月

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
観客席床面

防水工事
71 － 自己資金

平成29年

11月

平成30年

2月

㈱横浜スタジアム 横浜市中区横浜公園
内野最前列

ネット設置
41 － 自己資金

平成29年

11月

平成30年

2月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成30年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年４月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,960,000 6,960,000 非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

（注）

計 6,960,000 6,960,000 － －

　（注）当社は、株式の譲渡による取得については、取締役会の承認が必要な旨を定めています。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

         該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和53年6月9日

（注）
1,100 6,960 550,000 3,480,000 － －

　（注）　第三者割当

発行価格　500円

（６）【所有者別状況】

平成30年１月31日現在
 

区分

株式の状況

端株数
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 1 － 53 － － 75 130 －

所有株式数

（千株）
400 230 － 5,875 － － 455 6,960 －

所有株式数の

割合（％）
5.75 3.30 － 84.41 － － 6.54 100.00 －
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（７）【大株主の状況】

  平成30年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社横浜DeNAベイスターズ 横浜市中区尾上町1-8 5,350 76.87

横浜市 横浜市中区港町1-1 400 5.75

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 230 3.30

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂1-3-1 60 0.86

大成建設株式会社 横浜市中区長者町6-96-2 60 0.86

藤木企業株式会社 横浜市中区北仲通2-14 25 0.36

横浜トヨペット株式会社 横浜市中区山下町33 25 0.36

株式会社新和製作所 横浜市栄区小菅ヶ谷2-28-11 20 0.29

日進株式会社 横浜市西区南幸2-15-5 15 0.22

計 － 6,185 88.86

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,960,000 6,960,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 6,960,000 － －

総株主の議決権 － 6,960,000 －

 

②【自己株式等】

平成30年１月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　　　　　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社における配当政策は、事業の公共性を考慮しつつ、将来の事業展開、長期にわたる安定した経営基盤の強化

のための内部留保を確保しつつ、安定的な配当の継続を重視することを基本方針としております。

　当社は、期末配当の年1回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は株主

総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づく普通配当は1株につき25円、配当金総額は174,000,000円

になります。

　なお、配当についての株主総会決議は平成30年4月24日に行っております。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対処すべく、また、観客へのサービス向上、安

全・安心して観戦いただけるよう施設整備を実施するため有効投資してまいりたいと考えております。

４【株価の推移】

　 当社株式は、非上場でありますので該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性１５名　女性２名　（役員のうち女性の比率11.8％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

取締役社長

（代表取締役）
 岡村　信悟 昭和45年１月４日生

 
平成７年４月

平成27年８月

郵政省（現総務省）入省

総務省情報流通行政局郵政行政部企画課

企画官

平成28年４月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

スポーツ推進室長

平成28年４月 当社代表取締役社長（現任）

平成28年10月

平成28年10月

平成29年７月

株式会社横浜DeNAベイスターズ代表取締

役社長（現任）

株式会社ディー・エヌ・エー執行役員ス

ポーツ事業本部長（現任）

 

　注３ －

取締役副社長
営業統括

担　　当
藤井　謙宗 昭和41年４月15日生

 
平成１年６月

 
平成７年８月

平成９年８月

東芝テクニカルサービスインターナショ

ナル株式会社入社

エム・イー・エム・シー株式会社入社

株式会社エスイー入社

平成18年７月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

平成18年11月 同社総合企画部　企画グループ

グループリーダー

平成21年４月 同社ヒューマンリソース本部総務部部長

平成21年８月 同社経営企画本部ＩＲ部長

平成27年４月 当社取締役営業企画室長

平成28年２月 当社代表取締役社長

平成28年４月 当社取締役副社長(現任）

平成29年４月 横浜球場商事株式会社代表取締役社長

（現任）
 

　注３ －

常務取締役
業務管理

担　　当
葛西　光春 昭和30年4月17日生

 
昭和53年４月 横浜市入庁

平成17年10月 同市南区福祉健康センター担当部長

平成19年４月 横浜市立市民病院管理部長

平成20年４月 横浜市市民活力推進局区政支援部長

平成22年４月 同市戸塚区長

平成26年４月 同市資源循環局長

平成28年４月 当社入社　総務部付参与

平成28年４月 当社常務取締役（現任）
 

　注３ －

常務取締役 総務部長 櫻井　京子 昭和35年12月23日生

 
昭和54年４月 大洋漁業株式会社（現マルハニチロ株式

会社）入社

平成14年３月 株式会社横浜ベイスターズ（現株式会社

横浜DeNAベイスターズ)入社

平成25年11月 株式会社横浜DeNAベイスターズ管理本部

経理グループ　グループリーダー

平成28年４月 当社常務取締役

平成29年４月

平成29年11月

横浜球場商事株式会社取締役(現任）

当社常務取締役総務部長(現任）
 

　注３ －

取　締　役
営業統括

部　　長
馬場　正幸 昭和40年2月24日生

 
昭和63年４月 当社入社

平成27年４月 当社総務部長

平成29年11月

平成30年４月

当社営業統括部長

当社取締役営業統括部長(現任）
 

　注３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

取　締　役  竹村　泰長 昭和14年４月29日生

 
 昭和34年９月 光洋鉄工株式会社（現株式会社光洋）設

立

昭和59年９月 同社代表取締役（現任）

平成５年７月 運輸局長表彰

平成７年７月 株式会社光洋通商設立　代表取締役（現

任）

平成12年６月 公益社団法人保土ヶ谷法人会会長

平成13年６月

 
平成20年４月

平成20年10月

平成22年６月

平成22年10月

平成23年４月

平成25年６月

 
 平成26年４月

横浜スタジアムオーナーズクラブ会長

（現任）

横浜市保土ヶ谷区選挙管理委員長

国税庁長官表彰

公益社団法人全国法人会総連合会副会長

財務大臣表彰

旭日双光受賞

公益社団法人神奈川県法人会連合会相談

役（現任）

当社取締役（現任）
 

　注３ －

取　締　役  野村　宜彦 昭和34年２月18日生

 
昭和56年４月 横浜市入庁

平成17年４月

 
平成18年４月

平成19年４月

同市環境創造局安全都市環境担当政策専

任部長

同市都市経営局都市経営推進部担当部長

同市都市経営局都市経営推進部長

平成20年４月 同市都市経営局秘書部長

平成22年４月 同市環境創造局副局長(総務部長兼務)

平成24年４月 同市政策局共創推進室長

平成26年４月

平成29年４月

平成29年４月

同市温暖化対策統括本部長

同市環境創造局長（現任）

当社取締役（現任）
 

　注３ －

取　締　役  南場　智子 昭和37年４月21日生

 
昭和61年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・イ

ンク・ジャパン入社

平成２年６月 ハーバード大学経営大学院修士号取得

平成８年12月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・イ

ンク・ジャパンパートナー

平成11年３月 有限会社ディー・エヌ・エー設立取締役

平成11年８月 株式会社ディー・エヌ・エーに組織変更

代表取締役

平成16年９月 同社代表取締役社長

平成17年６月

平成21年４月

株式会社モバオク代表取締役社長

株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役

社長兼執行役員最高経営責任者(ＣＥＯ)

平成23年６月 同社取締役

平成25年６月 同社取締役兼執行役員

平成27年１月 株式会社横浜DeNAベイスターズ取締役

オーナー(現任）

平成27年６月 株式会社ディー・エヌ・エー取締役会長

兼執行役員

平成28年２月

平成29年３月

当社取締役(現任）

株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役

会長兼執行役員（現任）

 （重要な兼職の状況）

株式会社横浜DeNAベイスターズ取締役

オーナー

株式会社ディー・エヌ・エー代表取締役

会長兼執行役員
 

注３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

取　締　役  大井　潤 昭和47年９月2４日生

 
平成７年４月 自治省(現総務省）入省

平成25年４月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

平成25年８月 同社コーポレートアライアンス統括部渉

外室長

平成26年４月 同社渉外統括本部渉外部長

平成26年５月 株市会社DeNAライフサイエンス取締役

平成27年１月 同社代表取締役社長

株式会社ディー・エヌ・エー ヘルスケ

ア事業部長兼渉外統括本部渉外部長

平成27年３月

平成27年４月

DeSCヘルスケア株式会社代表取締役社長

株式会社ディー・エヌ・エー執行役員兼

ヘルスケア事業部長兼渉外統括本部渉外

部長

平成28年１月 同社執行役員兼ヘルスケア事業部長渉外

統括本部渉外部長兼CHO室長

平成30年４月 同社執行役員兼経営企画本部長兼CHO室

長（現任）

株式会社DeNAライフサイエンス代表取締

役社長(現任）

当社取締役（現任）
 

注３ －

取　締　役  橘　浩二 昭和50年１月30日生

 
平成９年４月 野村證券株式会社入社

平成19年３月 経済産業省資源エネルギー庁入庁

平成20年７月 ＭＴラボキャピタル株式会社入社

平成23年９月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

平成26年10月 同社経営企画本部企画統括部長(現任）

平成28年２月 当社取締役(現任）
 

注３ －

取　締　役  松本　一範 昭和49年5月30日生

 
平成13年４月 日本電気株式会社入社

平成18年12月 Spansion Japan入社

平成23年２月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

平成26年10月 同社経営企画本部企画統括部コーポレー

ト企画部長

株式会社横浜DeNAベイスターズ監査役

平成29年７月 株式会社ディー・エヌ・エー経営企画本

部法務・コーポレート統括部コーポレー

ト企画部長（現任）

平成30年１月

 
平成30年４月

株式会社DeNAバスケットボール監査役

（現任）

当社取締役（現任）
 

注３ －

常勤監査役  岡部　勝巳 昭和33年２月４日生

 
昭和51年４月 関東財務局入局

平成11年７月 同局横浜財務事務所管財第4課長

平成18年７月 預金保険機構総務部人事課長

平成20年７月 関東財務局管財第２部審理第２課長

平成22年７月 同局管財第１部管財統括第１課長

平成24年７月 近畿財務局首席財務局監察官

平成25年７月

平成26年７月

平成27年７月

関東財務局千葉財務事務所長

同局総務部次長

福岡財務支局管財部長

平成29年１月

平成29年４月

当社総務部付参与

当社常勤監査役（現任）
 

注７ －

常勤監査役  朝倉　孝之 昭和42年７月２日生

 
平成２年４月 株式会社東海銀行入行

平成10年10月 ソニー生命保険株式会社入社

平成12年６月 フューチャークリエイト株式会社入社

平成13年４月 ディップ株式会社入社

平成21年８月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

平成23年７月 株式会社ペイジェント代表取締役社長

平成28年３月

 
平成28年４月

平成28年４月

株式会社ディー・エヌ・エーシステム本

部カスタマーサービス部

当社総務部付参与

当社常勤監査役(現任）

 
 

注４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

常勤監査役  石田　修 昭和33年11月15日生

 
昭和56年４月 株式会社横浜銀行入行

平成14年４月 同行経営管理部人事室長

平成15年７月 同行名古屋支店長

平成16年12月 同行たまプラーザ支店長兼たまプラーザ

エリア委員長

平成18年４月

平成19年６月

平成22年４月

平成23年５月

同行元町支店長兼元町エリア委員長

同行監査部長

同行経営管理部長

同行執行役員横浜駅前支店長兼横浜中央

ブロック営業本部長

平成26年６月

平成30年４月

同行常勤監査役

当社入社監査役室参事役

当社常勤監査役（現任）
 

　注８ －

監　査　役  屋代　昭治 昭和24年11月18日生

 
昭和48年４月 横浜市入庁

平成８年４月 同市財政局部次長（財政部財政課長）

平成10年５月 同市総務局事務管理部長

平成13年４月 同市都市計画局総務部長

平成14年５月

平成16年４月

平成18年４月

平成20年４月

同市道路局総務部長

同市瀬谷区長

同市中区長

同市こども青少年局長

平成22年４月

 
平成23年６月

平成27年４月

公益財団法人横浜企業経営支援財団

理事長

横浜市土地開発公社監事

当社監査役（現任）
 

　注５ －

監　査　役  山田　尚典 昭和７年１月18日生

 
昭和36年10月 司法試験合格

昭和39年４月 横浜弁護士会登録

昭和47年１月 社団法人横浜青年会議所理事長

昭和51年４月

昭和52年２月

平成２年４月

横浜弁護士会副会長

当社監査役(現任）

横浜弁護士会会長
 

　注５ －

監　査　役  齋藤　精二 昭和13年６月15日生

 
昭和43年７月 株式会社ヨコハマホンダ設立代表取締役

社長

昭和58年１月 社団法人横浜青年会議所理事長

平成12年４月 横浜ベイスターズ友の会理事長

平成12年４月

平成25年４月

財団法人横浜野球友の会理事長（現任）

当社監査役（現任）
 

注６ －

    計
  －

 
（注）１．取締役　竹村泰長、野村宜彦の２名は、社外取締役であります。

　   ２．監査役　屋代昭治、山田尚典、齋藤精二の３名は、社外監査役であります。

 　　 ３．定款の定めに基づき平成30年4月24日より平成32年4月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

 　 　４．定款の定めに基づき平成28年4月22日より平成32年4月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

     ５．定款の定めに基づき平成27年4月27日より平成31年4月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　６．定款の定めに基づき平成29年4月26日より平成33年4月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　７．定款に定めに基づき平成29年4月26日より平成32年4月開催の定時株主総会の終結までとなっている。

　　　８．定款に定めに基づき平成30年4月24日より平成34年4月開催の定時株主総会の終結までとなっている。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本方針

当社は経営の透明性の向上と公正性の確保および効率的な経営のため、コーポレート・ガバナンスの充実に努め

ております。

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

ア　会社の機関の基本説明

　当社では取締役会、監査役のほか常務会、監査役会制を採用しております。

　会計監査人としては奥津公認会計士共同事務所と監査契約を締結し会計監査を受けております。

イ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社では取締役会は、平成30年1月末現在社内取締役8名、社外取締役2名の合計10名で構成されております。

社外取締役の比率が高く、定例の取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項

や経営に関する重要事項を決定するとともに、経営の監督機能の強化に努めております。

　また、常勤の社内取締役で構成される経営会議を置き、原則として月1回会議を開催し、取締役会の決議事項

およびその他の経営上の重要事項について審議を行っております。

　当社は、会社法の施行に伴い内部統制システムの構築に関する基本方針を平成18年7月27日の取締役会で決議

しました。内部統制の基本となる社内規程・規則を整備し、グループ企業及び当社各組織の責任や権限、意思決

定プロセスを明文化し、日常の業務手続は所定の規程等に準拠しております。

ウ　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は監査役制度を採用しており、監査役会は平成30年1月末現在常勤監査役2名、非常勤監査役3名の合計5名

（うち3名社外監査役）で構成され、各監査役は、監査役会が定めた方針に従い、取締役会、常務会等への出席

や業務、財産の状況等の調査等を通じ、取締役の職務の遂行の監査を行っております。

エ　会計監査の状況

 会計監査については、奥津公認会計士共同事務所が当社に対して会社法、金融商品取引法に基づく監査を実施

しております。また、各種法令や会計規則等の導入・改定に際しては、当社担当部門と協議の上、円滑な導入に

備えております。監査結果は当社取締役会、監査役会に対しても報告されております。当社の会計監査業務を執

行した公認会計士は、奥津勉氏であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士3名、その他2名であります。

審査は、同事務所に所属する当社の会計監査業務に係る補助者以外の公認会計士が実施しております。

　監査役会とは、必要に応じ、相互の情報、意見交換を行なうなど、連携を密にして、監査の実効性と効率性の

向上を図っております。

オ　社外取締役及び社外監査役との関係

 社外監査役山田尚典氏と顧問弁護士契約を締結している他は、利害関係はありません。

②　役員報酬の内容

 　　　　当社の取締役に対する報酬等の総額は、66,605千円（うち社外取締役2,810千円）、監査役に対する報酬等の

総額は、27,467千円（うち社外監査役9,625千円）であります。

③　取締役の定数

 　　　　当社の取締役は、13人以内とする旨定款に定めております。

④　取締役の選任の決議要件

 　　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑤　株主総会の特別決議要件

 　　　　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

提出会社 8,000,000 － 8,600,000 －

連結子会社 600,000 － － －

計 8,600,000 － 8,600,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 当社の公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査日数、当社の規模・業務の特性等を

勘案し決定しております。

　なお、監査報酬額は監査役会の同意を得ております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年２月１日から平成30年１月

31日まで）の連結財務諸表及び第41期事業年度（平成29年２月１日から平成30年１月31日まで）の財務諸表につい

て、奥津公認会計士共同事務所により監査を受けております。

３. 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、監査法人等が主催

する研修・セミナーへ積極的に参加し、会計専門誌の定期購読等により各種情報を取得しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成29年１月31日)
当連結会計年度

(平成30年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,625,018 5,168,584

売掛金 701 163

未収入金 104,088 72,708

未収消費税等 465 －

有価証券 632,202 1,800,365

たな卸資産 ※１ 12,421 ※１ 7,502

繰延税金資産 5,443 10,086

その他 37,335 16,165

流動資産合計 5,417,672 7,075,573

固定資産   

有形固定資産   

車両運搬具 39,634 52,820

減価償却累計額 △37,308 △41,924

車両運搬具（純額） 2,327 10,897

工具、器具及び備品 364,422 391,163

減価償却累計額 △308,713 △332,013

工具、器具及び備品（純額） 55,709 59,150

リース資産 17,196,285 17,532,298

減価償却累計額 △14,263,993 △14,810,860

リース資産（純額） 2,932,292 2,721,438

建設仮勘定 － 1,253,383

有形固定資産合計 2,990,328 4,044,868

無形固定資産   

電話加入権 3,279 3,279

ソフトウエア 22,657 24,477

リース資産 17,673 8,033

無形固定資産合計 43,608 35,789

投資その他の資産   

投資有価証券 7,393,482 5,185,761

従業員に対する長期貸付金 42,945 39,075

繰延税金資産 88,537 84,255

その他 53,890 78,549

貸倒引当金 △2,800 △2,800

投資その他の資産合計 7,576,054 5,384,840

固定資産合計 10,609,990 9,465,497

資産合計 16,027,663 16,541,070
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成29年１月31日)
当連結会計年度

(平成30年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 905 851

リース債務 44,526 37,125

未払金 93,120 323,923

未払消費税等 54,725 20,330

未払法人税等 11,322 148,122

預り保証金 204,600 240,600

前受収益 156,073 158,774

賞与引当金 12,100 11,330

役員賞与引当金 5,800 5,350

その他 21,199 17,862

流動負債合計 604,370 964,266

固定負債   

リース債務 41,925 8,309

役員退職慰労引当金 15,700 13,416

退職給付に係る負債 222,230 209,210

固定負債合計 279,855 230,935

負債合計 884,225 1,195,201

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,480,000 3,480,000

利益剰余金 11,662,438 11,864,686

株主資本合計 15,142,438 15,344,686

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,000 1,183

その他の包括利益累計額合計 1,000 1,183

純資産合計 15,143,438 15,345,868

負債純資産合計 16,027,663 16,541,070
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年２月１日
　至　平成30年１月31日)

売上高 4,319,246 4,723,462

売上原価 3,521,976 3,867,261

売上総利益 797,270 856,202

一般管理費   

役員報酬 83,859 73,994

給料 81,254 66,736

賞与引当金繰入額 9,058 9,588

退職給付費用 5,557 5,022

役員退職慰労引当金繰入額 6,449 4,466

その他 226,494 282,017

一般管理費合計 412,670 441,824

営業利益 384,600 414,378

営業外収益   

受取利息及び配当金 169,278 149,373

雑収入 5,355 4,035

営業外収益合計 174,633 153,407

営業外費用   

投資有価証券売却損 116,834 －

貸倒損失 5,400 －

雑支出 1,292 6,678

営業外費用合計 123,525 6,678

経常利益 435,708 561,107

税金等調整前当期純利益 435,708 561,107

法人税、住民税及び事業税 127,700 185,300

法人税等調整額 39,926 △441

法人税等合計 167,626 184,859

当期純利益 268,081 376,248

親会社株主に帰属する当期純利益 268,081 376,248
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年２月１日
　至　平成30年１月31日)

当期純利益 268,081 376,248

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 169 182

その他の包括利益合計 ※１ 169 ※１ 182

包括利益 268,250 376,430

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 268,250 376,430
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

    (単位：千円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 3,480,000 11,568,357 15,048,357 831 831 15,049,188

当期変動額       

剰余金の配当  △174,000 △174,000   △174,000

親会社株主に帰属する当期純利益  268,081 268,081   268,081

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

   169 169 169

当期変動額合計 － 94,081 94,081 169 169 94,250

当期末残高 3,480,000 11,662,438 15,142,438 1,000 1,000 15,143,438

 

当連結会計年度（自　平成29年２月１日　至　平成30年１月31日）

    (単位：千円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 3,480,000 11,662,438 15,142,438 1,000 1,000 15,143,438

当期変動額       

剰余金の配当  △174,000 △174,000   △174,000

親会社株主に帰属する当期純利益  376,248 376,248   376,248

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

   182 182 182

当期変動額合計 － 202,248 202,248 182 182 202,430

当期末残高 3,480,000 11,864,686 15,344,686 1,183 1,183 15,345,868
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年２月１日
　至　平成30年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 435,708 561,107

減価償却費 576,393 594,648

投資有価証券売却損益（△は益） 116,834 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,915 △13,020

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △43,515 △2,284

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,175 △770

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 80 △450

受取利息及び受取配当金 △169,278 △149,373

売上債権の増減額（△は増加） △18,313 28,509

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,644 4,919

その他の流動資産の増減額（△は増加） 10,417 1,782

仕入債務の増減額（△は減少） △25,020 26,738

未払費用の増減額（△は減少） △5,523 △195

未収消費税等の増減額（△は増加） 25,209 465

未払消費税等の増減額（△は減少） 51,049 △34,395

預り保証金の増減額（△は減少） △14,000 36,000

前受収益の増減額（△は減少） △18,716 2,701

その他の流動負債の増減額（△は減少） △14,291 15,346

その他 5,184 3,288

小計 913,601 1,075,016

利息及び配当金の受取額 191,646 162,602

法人税等の支払額 △289,120 △46,862

営業活動によるキャッシュ・フロー 816,127 1,190,756

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 1,900,000 630,000

有形固定資産の取得による支出 △343,907 △331,303

建設仮勘定の取得による支出 - △1,090,332

無形固定資産の取得による支出 △19,094 △10,938

投資有価証券の償還による収入 300,000 400,000

投資有価証券の取得による支出 △100,000 －

長期貸付金の回収による収入 3,870 3,870

投資有価証券の売却による収入 177,500 －

その他 △30,511 △23,517

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,887,859 △422,219

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △174,000 △174,000

リース債務の返済による支出 △44,526 △50,971

財務活動によるキャッシュ・フロー △218,526 △224,971

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,485,460 543,566

現金及び現金同等物の期首残高 2,139,558 4,625,018

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,625,018 ※１ 5,168,584
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　　　　　　　　　2社

横浜球場商事㈱

スタジアム・エンタープライズ㈱

 

スタジアム・エンタープライズ株式会社は平成28年11月30日をもって解散し、現在清算手続中でありま

す。また、横浜球場商事株式会社は平成28年12月14日をもって解散し、清算手続中でありましたが、平成

29年4月10日開催の同社株主総会において会社の継続が決議されました。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算期の末日と連結決算日は、清算中の子会社を除き一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しており
ます。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法

なお、スタジアム施設については当該リース資産の耐用年数に基づく定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

ハ　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

ニ　役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末における要支給額を計上してお

ります。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項
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　消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年3月28日）を当

連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年１月31日）
当連結会計年度

（平成30年１月31日）

商品 10,687千円 6,649千円

貯蔵品 1,734 853

 

（連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 216千円 263千円

組替調整額 － －

税効果調整前 216 263

税効果額 △46 △80

その他有価証券評価差額金 169 182

その他の包括利益合計 169 182

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,960 － － 6,960

合計 6,960 － － 6,960

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

　　　　３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成28年4月22日

定時株主総会
 普通株式 174,000 25 平成28年1月31日 平成28年4月25日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年4月26日

定時株主総会
 普通株式 174,000 利益剰余金 25 平成29年1月31日 平成29年4月27日

 

当連結会計年度（自　平成29年２月１日　至　平成30年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,960 － － 6,960

合計 6,960 － － 6,960

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

　　　　３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成29年4月26日

定時株主総会
 普通株式 174,000 25 平成29年1月31日 平成29年4月27日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年4月24日

定時株主総会
 普通株式 174,000 利益剰余金 25 平成30年1月31日 平成30年4月25日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

現金及び預金勘定 4,625,018千円 5,168,584千円

預入期間が3カ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 4,625,018 5,168,584
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　スタジアム施設、一般管理業務のためのホストコンピュータ、コンピュータ端末機、売店用ハン

ディターミナル等であります。

　　無形固定資産

　　　ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループの資金運用につきましては、預金及び有価証券の安全性の高い金融商品を中心に行ってお

ります。

　また、効率的な資金運用を図る目的で満期保有目的債券の金融商品等での運用も行っております。
 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、

市場価格の変動リスクに晒されております。保有する有価証券・投資有価証券は主に効率的な資金運用を

図ることを目的とした満期保有目的の債券及び業務上の取引を有する企業の株式であり、当該リスクにつ

いて、毎月末に金融機関から時価等に係る情報を取得し、管理しております。

　なお、満期保有目的債券の発行体は信用度の高い金融機関・企業であり、金利及び為替の変動による、

元本毀損の恐れはありません。

　営業債務である未払金は、1年以内の支払期日であります。

　預り保証金は、そのほとんどが1年契約のテナント及び立売売店の保証金であります。

　前受収益は、そのほとんどがフェンス広告掲出契約によるものであります。
 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）

　当社は、営業債権に係る信用リスクについては、経理課において取引先ごとに残高管理を行うととも

に、取引先の財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク

　当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把

握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況

を継続的に見直しております。

③資金調達リスク

　当社は、各部署からの報告に基づき経理課が適時に資金繰計画を作成するとともに、手元流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。
 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定おいては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該取引価額が変動することがあります。
 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
 

前連結会計年度（平成29年１月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 4,625,018 4,625,018 －

(2）未収入金 104,088 104,088 －

(3）有価証券 632,202 632,999 797

(4）投資有価証券 7,320,802 7,463,326 142,525

資産計 12,682,110 12,825,432 143,322

(1）未払金 93,120 93,120 －

(2）預り保証金 204,600 204,600 －

(3）前受収益 156,073 156,073 －

負債計 453,793 453,793 －
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当連結会計年度（平成30年１月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 5,168,584 5,168,584 －

(2）未収入金 72,708 72,708 －

(3）有価証券 1,800,365 1,805,558 5,193

(4）投資有価証券 5,113,081 5,204,675 91,594

資産計 12,154,738 12,251,525 96,787

(1）未払金 323,923 323,923 －

(2）預り保証金 240,600 240,600 －

(3）前受収益 158,774 158,774 －

負債計 723,297 723,297 －

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）有価証券、(4)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1）未払金、(2)預り保証金、(3)前受収益

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
 
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成29年１月31日）
当連結会計年度

（平成30年１月31日）

非上場株式 72,680 72,680

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投

資有価証券」には含めておりません。
 
３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成29年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,625,018 － － －

未収入金 104,088 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 － 600,000 － －

(2）社債 630,000 4,800,000 500,000 1,400,000

(3）その他 － － － －
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当連結会計年度（平成30年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 5,168,584 － － －

未収入金 72,708 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 100,000 500,000 － －

(2）社債 1,700,000 3,600,000 － 1,000,000

(3）その他 － － － －

 

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成29年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 100,000 100,279 279

(2）社債 6,746,911 6,899,458 152,547

(3）その他 － － －

小計 6,846,911 6,999,736 152,825

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 500,000 495,671 △4,330

(2）社債 603,792 598,617 △5,174

(3）その他 － － －

小計 1,103,792 1,094,288 △9,504

合計 7,950,702 8,094,024 143,322

 

当連結会計年度（平成30年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 100,000 100,033 33

(2）社債 6,009,844 6,110,109 100,266

(3）その他 － － －

小計 6,109,844 6,210,143 100,299

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 500,000 496,776 △3,224

(2）社債 301,038 300,750 △288

(3）その他 － － －

小計 801,038 797,526 △3,512

合計 6,910,882 7,007,669 96,787
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 2,301 860 1,441

(2）その他 － － －

合計 2,301 860 1,441

　(注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額72,680千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成30年１月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 2,564 860 1,704

(2）その他 － － －

合計 2,564 860 1,704

　(注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額72,680千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

　　　困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

３．売却した満期保有目的の債券

前連結会計年度（自　平成28年2月1日　　　至　平成29年1月31日）

種　　類 売却原価（千円） 売却額（千円） 売却損益（千円）

社　　債 294,334 177,500 △116,834

売却の理由

当社の運用方針に基づき、債券の発行者の信用状態に著しい悪化が認められると判断したためであります。

 

当連結会計年度（自　平成29年2月1日　　　至　平成30年1月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　　　　　前連結会計年度 (自　平成28年2月1日　至　平成29年1月31日）

　　　　　 当社グループではデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

　　　　　当連結会計年度 (自　平成29年2月1日　至　平成30年1月31日）

　　　　　 当社グループではデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、退職一時金制度と確定給付型企業年金制度を併用しております。

なお、退職給付債務の算定は簡便法によっております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 215,315千円 222,230千円

退職給付費用 15,018 9,565

退職給付の支払額 △5,250 △19,961

制度への拠出額 △2,853 △2,624

退職給付に係る負債の期末残高 222,230 209,210
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(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産

の調整表

 
前連結会計年度

（平成29年１月31日）
当連結会計年度

（平成30年１月31日）

積立型制度の退職給付債務 64,376千円 60,078千円

年金資産 △63,223 △63,478

 1,153 △3,400

非積立型制度の退職給付債務 221,077 212,610

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 222,230 209,210

   

退職給付に係る負債 222,230 209,210

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 222,230 209,210

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　　前連結会計年度15,018千円　　　当連結会計年度9,565千円
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年１月31日）
 

当連結会計年度
（平成30年１月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 3,727千円 3,490千円

未払事業税 581  5,865

その他 1,135  732

計 5,443  10,086

    

繰延税金資産（固定）    

退職給付に係る負債 67,522  64,018

役員退職慰労引当金 4,804  4,105

ゴルフ会員権評価損 1,163  1,163

投資有価証券評価損 11,628  11,628

その他 3,862  3,862

計 88,978  84,776

繰延税金資産合計 94,421  94,862

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 441  521

繰延税金負債合計 441  521

繰延税金資産純額 93,980  94,341

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度

（平成29年１月31日）
 

当連結会計年度
（平成30年１月31日）

法定実効税率 33.0％ 30.8％

    

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0  0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.2  △0.0

住民税均等割 0.6  0.4

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.1  －

受取配当金の相殺消去 1.2  －

連結子会社解散による影響 2.4  －

その他 　0.4  1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5  32.9

 

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成28年2月1日　至　平成29年1月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年2月1日　至　平成30年1月31日）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前連結会計年度（自　平成28年2月1日　至　平成29年1月31日）

　当社グループは、スタジアム諸施設を利用して一貫したサービスを提供する単一セグメントのため、記

載は省略しております。
 

Ⅱ　当連結会計年度（自　平成29年2月1日　至　平成30年1月31日）

　当社グループは、スタジアム諸施設を利用して一貫したサービスを提供する単一セグメントのため、記

載は省略しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。
 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
 

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　顧客の名称又は氏名 　売上高 関連するセグメント名

　㈱横浜DeNAベイスターズ 　　　　　　　　　　904,942 プロ野球興行

 

当連結会計年度（自 平成29年２月１日 至 平成30年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。
 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
 

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　顧客の名称又は氏名 　売上高 関連するセグメント名

　㈱横浜DeNAベイスターズ 　　　　　　　　　1,359,369 プロ野球興行

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

　該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自 平成29年２月１日 至 平成30年１月31日）

　該当事項はありません。
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

　該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自 平成29年２月１日 至 平成30年１月31日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成29年２月１日 至 平成30年１月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

前連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は出
資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
㈱横浜DeNA

べイスターズ
横浜市中区 100,000

プロ野球球

団の運営

（被所有）

直接76.87％

球場使用

契約

 球場使用料 653,861 売掛金 175

フェンス広告 172,017 未収入金 33,240

 その他の収入 79,064

その他

（流動資

産）

3,331

商品等仕入 1,833 未払金 2,846

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格等の取引条件は両社協議のうえ、契約等に基づき決定しております。

 

当連結会計年度（自　平成29年２月１日　至　平成30年１月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は出
資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
㈱横浜DeNA

べイスターズ
横浜市中区 100,000

プロ野球球

団の運営

（被所有）

直接76.87％

球場使用

契約

 球場使用料 730,138 売掛金 163

フェンス広告 532,962 未収入金 9,572

 その他の収入 96,269 立替金 4,683

商品等仕入 100,613 未払金 4,394

         預り金 21

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格等の取引条件は両社協議のうえ、契約等に基づき決定しております。

 

(イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年２月１日　至　平成30年１月31日）

該当事項はありません。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

前連結会計年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

株式会社横浜DeNAベイスターズ（非上場）

 

当連結会計年度（自　平成29年２月１日　至　平成30年１月31日）

株式会社横浜DeNAベイスターズ（非上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

 
１株当たり純資産額 2,175.78円

１株当たり当期純利益 38.52円
 

 
１株当たり純資産額 2,204.87円

１株当たり当期純利益 54.06円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
268,081 376,248

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益（千円）
268,081 376,248

期中平均株式数（千株） 6,960 6,960

 

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分 当期首残高（千円） 当期末残高（千円）
平均利率

（％）
返済期限

　1年以内に返済予定のリース債務 44,526 37,125 － －

　リース債務（1年以内に返済予定のものを除く） 41,925 8,309 －
平成30年～

平成34年

合計 86,451 45,433 － 　－

（注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務

を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　　　２．リース債務（1年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後5年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。

 
1年超2年以内

（千円）

2年超3年以内

(千円）

3年超4年以内

(千円）

4年超5年以内

（千円）

リース債務 6,389 794 794 331

 

【資産除去債務明細表】

　　該当事項はありません。
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（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年１月31日)
当事業年度

(平成30年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,958,356 4,502,340

売掛金 ※ 694 ※ 163

未収入金 ※ 103,592 ※ 72,672

有価証券 632,202 1,800,365

商品 11,842 6,649

貯蔵品 1,734 853

前払原価 2,447 2,267

繰延税金資産 5,061 10,086

その他 ※ 34,768 ※ 13,097

流動資産合計 4,750,696 6,408,492

固定資産   

有形固定資産   

車両運搬具 2,327 10,897

工具、器具及び備品 55,709 59,150

リース資産 2,932,292 2,721,438

建設仮勘定 － 1,253,383

有形固定資産合計 2,990,328 4,044,868

無形固定資産   

電話加入権 3,242 3,242

ソフトウエア 22,657 24,477

リース資産 17,673 8,033

無形固定資産合計 43,571 35,752

投資その他の資産   

投資有価証券 7,393,482 5,185,761

関係会社株式 20,000 20,000

従業員に対する長期貸付金 42,945 39,075

繰延税金資産 88,537 84,255

その他 50,390 75,049

貸倒引当金 △2,800 △2,800

投資その他の資産合計 7,592,554 5,401,340

固定資産合計 10,626,453 9,481,960

資産合計 15,377,149 15,890,452
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年１月31日)
当事業年度

(平成30年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※ 1,935 ※ 851

リース債務 44,526 37,125

未払金 ※ 95,595 ※ 328,343

未払法人税等 8,134 144,827

未払消費税等 54,725 20,260

未払費用 14,392 14,198

預り金 ※ 6,794 ※ 3,665

預り保証金 204,600 240,600

前受収益 156,073 158,774

賞与引当金 12,100 11,330

役員賞与引当金 5,800 5,350

流動負債合計 604,673 965,321

固定負債   

リース債務 41,925 8,309

退職給付引当金 222,230 209,210

役員退職慰労引当金 15,700 13,416

固定負債合計 279,855 230,935

負債合計 884,528 1,196,256

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,480,000 3,480,000

利益剰余金   

利益準備金 638,700 656,100

その他利益剰余金   

別途積立金 9,890,000 9,990,000

繰越利益剰余金 482,921 566,914

利益剰余金合計 11,011,621 11,213,014

株主資本合計 14,491,621 14,693,014

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,000 1,183

評価・換算差額等合計 1,000 1,183

純資産合計 14,492,621 14,694,196

負債純資産合計 15,377,149 15,890,452
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成28年２月１日
　至　平成29年１月31日)

当事業年度
(自　平成29年２月１日
　至　平成30年１月31日)

売上高 ※１ 4,300,801 ※１ 4,717,921

売上原価 ※１ 3,577,761 ※１ 3,863,954

売上総利益 723,040 853,967

一般管理費 ※１,※２ 391,836 ※１,※２ 441,117

営業利益 331,204 412,850

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 185,209 ※１ 149,365

雑収入 4,219 4,033

営業外収益合計 189,428 153,398

営業外費用   

投資有価証券売却損 116,834 －

貸倒損失 5,400 －

雑支出 1,240 6,678

営業外費用合計 123,474 6,678

経常利益 397,158 559,570

税引前当期純利益 397,158 559,570

法人税、住民税及び事業税 109,000 185,000

法人税等調整額 29,545 △822

法人税等合計 138,545 184,178

当期純利益 258,614 375,392
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

当事業年度
（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

給料、雑給、賞与   237,088 6.6  220,089 5.7

賞与引当金繰入額   8,729 0.2  6,968 0.2

退職給付費用   9,461 0.3  3,645 0.1

宣伝広告費   17,465 0.5  28,251 0.7

印刷物費   3,768 0.1  4,368 0.1

球場使用料   131,066 3.7  137,209 3.5

営繕補修費   167,778 4.7  202,091 5.2

備品費   28,604 0.8  17,891 0.5

消耗品費   29,323 0.8  64,348 1.7

業務委託費   503,331 14.1  549,080 14.2

支払手数料   122,040 3.4  187,858 4.9

減価償却費   531,637 14.9  548,830 14.2

その他諸費   232,446 6.5  241,618 6.3

商品原価        

商品期首たな卸高  9,879   11,842   

当期商品仕入高  1,556,986   1,646,516   

合計  1,566,865   1,658,358   

商品期末たな卸高  11,842 1,555,023 43.5 6,649 1,651,709 42.7

計   3,577,761 100.0  3,863,954 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,480,000 621,300 9,790,000 515,708 10,927,008 14,407,008

当期変動額       

利益準備金の積立  17,400  △17,400 － －

剰余金の配当    △174,000 △174,000 △174,000

別途積立金の積立   100,000 △100,000 －  

当期純利益    258,614 258,614 258,614

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     －

当期変動額合計 - 17,400 100,000 △32,786 84,614 84,614

当期末残高 3,480,000 638,700 9,890,000 482,921 11,011,621 14,491,621

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 831 831 14,407,838

当期変動額    

利益準備金の積立   －

剰余金の配当   △174,000

別途積立金の積立   －

当期純利益   258,614

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

169 169 169

当期変動額合計 169 169 84,783

当期末残高 1,000 1,000 14,492,621
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当事業年度（自　平成29年２月１日　至　平成30年１月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,480,000 638,700 9,890,000 482,921 11,011,621 14,491,621

当期変動額       

利益準備金の積立  17,400  △17,400 － －

剰余金の配当    △174,000 △174,000 △174,000

別途積立金の積立   100,000 △100,000 － －

当期純利益    375,392 375,392 375,392

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

      

当期変動額合計 － 17,400 100,000 83,992 201,392 201,392

当期末残高 3,480,000 656,100 9,990,000 566,914 11,213,014 14,693,014

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 1,000 1,000 14,492,621

当期変動額    

利益準備金の積立   －

剰余金の配当   △174,000

別途積立金の積立   －

当期純利益   375,392

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

182 182 182

当期変動額合計 182 182 201,575

当期末残高 1,183 1,183 14,694,196
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１.資産の評価基準及び評価方法

（1）　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）　定率法

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しておりま
す。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、スタジアム施設については当該リース資産の耐用年数に基づく定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(3) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

４．その他財務諸表の作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
 
（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年3月28日）を当

事業年度から適用しております。
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（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度

（平成29年１月31日）
当事業年度

（平成30年１月31日）

短期金銭債権 35,745千円 14,439千円

短期金銭債務 7,133 9,592

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成28年２月１日
至　平成29年１月31日）

当事業年度
（自　平成29年２月１日
至　平成30年１月31日）

営業取引による取引高   

売上高 905,942千円 1,364,370千円

仕入高 532,722 454,203

一般管理費 － 1,247

営業取引以外の取引による取引高 29,486 －

 

※２　一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成28年２月１日
　　至　平成29年１月31日）

　当事業年度
（自　平成29年２月１日

　　至　平成30年１月31日）

役員報酬 83,859千円 73,994千円

給料及び手当 93,848 87,846

賞与引当金繰入額 9,058 9,588

退職給付費用 5,557 5,022

役員退職慰労引当金繰入額 6,449 4,466

法定福利費 24,242 23,007

支払手数料 54,271 61,511

減価償却費 44,756 45,818

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式20,000千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会
社株式20,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載してお
りません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年１月31日）
 

当事業年度
（平成30年１月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 3,727千円 3,490千円

未払事業税 581  5,865

その他 753  732

　計 5,061  10,086

繰延税金資産（固定）    

退職給付引当金 67,522  64,018

役員退職慰労引当金 4,804  4,105

投資有価証券評価損 11,628  11,628

その他 5,024  5,024

　計 88,978  84,776

繰延税金資産合計 94,040  94,862

繰延税金負債（固定）    

　その他有価証券評価差額金 441  521

　繰延税金負債合計 441  521

　繰延税金資産純額 93,599  94,341

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
 

 

 
前事業年度

（平成29年１月31日）
 

当事業年度
（平成30年１月31日）

法定実効税率 33.0％ 30.8％

    

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8  0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3  △0.0

住民税均等割 0.6  0.4

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.2  －

その他 0.5  1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9  32.9
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱横浜国際平和会議場 1,400 32,000

㈱テレビ神奈川 60,000 30,000

㈱神奈川銀行 3,000 10,680

その他 1,100 2,564

計 65,500 75,244

 

【債券】

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額

（千円）

有価証券

満期保有

目的の債

券

平成25年第1回「ハマ債５」 100,000 100,000

第540回東京電力社債 100,000 99,987

大和証券グループ本社第13回無担保社債 200,000 200,000

クレディ・アグリコルＣＩＢファイナンスリミテッ
ドユーロ円債

300,000 300,000

ソフトバンク第43回無担保社債 500,000 500,000

ソニー第29回無担保社債 500,000 500,000

第544回東京電力社債 100,000 100,377

小計 1,800,000 1,800,365
 

投資有価証券

満期保有

目的の債

券

平成27年度第3回「ハマ債5」 500,000 500,000

世界銀行（国際復興開発銀行）ユーロ円債 500,000 500,000

オーストラリア・コモンウェルス銀行 ユーロ円債 500,000 500,000

マッコリー銀行円建非劣後社債 100,000 100,394

第559回東京電力社債 400,000 400,503

第528回東京電力社債 100,000 100,514

ソニー第26回社債 200,000 204,232

ゴールドマン　サックス 100,000 100,737

ソフトバンク第1回劣後債 500,000 500,000

ソフトバンク第2回劣後債 500,000 501,804

第2回日本原子力発電社債 100,000 99,338

第3回日本原子力発電社債 400,000 399,778

ソフトバンク第47回無担保社債 100,000 100,000

ソフトバンク第45回無担保社債 500,000 502,794

ソフトバンク第46回無担保社債 500,000 500,424

第2回ファーストリテイリング社債 100,000 100,000

小計 5,100,000 5,110,517

計 6,900,000 6,910,882
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【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産 車輛運搬具 2,327 13,186 － 4,616 10,897 41,924

 工具、器具及び備品 55,709 26,741 － 23,300 59,150 332,013

 リース資産 2,932,292 341,551 4,430 547,975 2,721,438 14,810,860

 建設仮勘定 － 1,253,383 － － 1,253,383 －

 計 2,990,328 1,634,861 4,430 575,890 4,044,868 15,184,796

無形固定資産 電話加入権 3,242 － － － 3,242 －

 ソフトウエア 22,657 10,938 － 9,118 24,477 －

 リース資産 17,673 － － 9,640 8,033 －

 計 43,571 10,938 － 18,758 35,752 －

（注）有形固定資産のリース資産の当期増加額341,551千円のうち、その主なものは、内野観客席(スターサイド）椅子購

入・交換工事76,000千円、内野席椅子購入・交換工事60,000千円、正面ホール他改修工事39,900千円、人工台地入

場ゲート設置工事19,800千円、バックネット裏広告用LEDビジョン更新工事19,000千円であります。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 2,800 － － 2,800

賞与引当金 12,100 11,330 12,100 11,330

役員賞与引当金 5,800 5,350 5,800 5,350

役員退職慰労引当金 15,700 4,466 6,750 13,416
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 2月1日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

株券の種類 株券不発行制度導入（平成28年4月22日定時株主総会決議）

剰余金の配当の基準日 1月31日

１単元の株式数 定めなし

株式の名義書換え  

取扱場所 株式会社横浜スタジアム

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 当社所定の手数料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 定めなし

株主名簿管理人 定めなし

取次所 定めなし

買取手数料 定めなし

公告掲載方法 神奈川県において発行する神奈川新聞

株主に対する特典 当社設立時株式１口5,000株単位に対し優待席１席

　（注）当会社の株式を譲渡しようとするときは、取締役会の承認を受けなければならない
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第40期）（自　平成28年２月１日　至　平成29年１月31日）平成29年４月28日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第41期中）（自　平成29年２月１日　至　平成29年７月31日）平成29年10月31日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
平成30年４月20日

株 式 会 社　横 浜 ス タ ジ ア ム

  取　締　役　会　 御　中

奥津公認会計士共同事務所

公認会計士     奥　津　　勉 印

 

 

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社横浜スタジアムの平成29年２月１日から平成30年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。私

は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に連結財務

諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、私の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ

れる。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統

制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

横浜スタジアム及び連結子会社の平成30年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
平成30年４月20日

株 式 会 社　横 浜 ス タ ジ ア ム

  取　締　役　会　 御　中

奥津公認会計士共同事務所

公認会計士　　　　　奥津　　勉　　印

 

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社横浜スタジアムの平成29年２月１日から平成30年１月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。私は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に財務諸表に重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私

の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社横浜

スタジアムの平成30年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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